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平成３０年度答申第４号 
平成３０年４月２６日 

 
諮問番号 平成２９年度諮問第３１号（平成２９年１１月６日諮問） 
審 査 庁 国土交通大臣 
事 件 名 道路損傷等行為に係る原因者負担金負担命令に関する件 
 

答  申  書 
 
審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 
 

結     論 
 

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は妥当である。 
 

理     由 
 
第１ 事案の概要 
 １ 事案の経緯 
（１）審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）は、平成２８年１０月２

３日午前２時３５分頃、Ｆ道路公社（以下「処分庁」という。）が管理す

る一般有料道路Ｇ道路（以下「本件道路」という。）を軽自動車で運転中、

下り線Ｈ付近に設置されている縁石に衝突する事故（以下「本件事故」と

いう。）を起こし、縁石４個がずれる損傷が発生した。 
 （２）処分庁は、平成２８年１１月２日、同日に実施を予定していた草刈工事と

併せて、本件事故によりずれた縁石の復旧工事（以下「本件工事」とい

う。）を実施した。 
（３）処分庁は、平成２８年１１月１７日付けで、審査請求人に対し、原因者

工事等施行通知書（以下「施行通知書」という。）を送付し、本件事故に

よる損傷の復旧工事を行うこと、その費用は原因者である審査請求人が負

担しなければならないこと、工事着手予定日は同年１１月中旬から同年１

２月中旬までであること、費用の合計額が９０，６１２円（消費税込、事
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務費を除く。）になることを通知した。 
（４）審査請求人は、平成２８年１１月２１日、処分庁の担当者に電話をした

ところ、復旧工事は指定の業者が行うこと、同月２日に行われた草刈工事

の時に当該復旧工事は終了していることを伝えられた。 
（５）処分庁は、平成２８年１２月１５日付けで、審査請求人に対し、道路整

備特別措置法（昭和３１年法律第７号。以下「特措法」という。）４０条

２項により公社管理道路に関して読み替えて適用される道路法（昭和２７

年法律第１８０号）５８条１項の規定に基づき、本件事故に係る原因者負

担金として本件工事に要した費用９７，３２４円（消費税及び事務費込。

以下「本件費用」という。）の負担を命じる旨の原因者負担金負担命令

（以下「本件処分」という。）を行った上、同額の支払を請求した。 
（６）審査請求人は、平成２９年１月４日付けで、審査庁に対し、原因者負担

金の見直し、減額を求めて、本件審査請求をした。 
（７）審査庁は、平成２９年１１月６日、当審査会に対し、本件審査請求は棄

却すべきであるとして諮問をした。 
以上の事案の経緯は、諮問書、審査請求書、弁明書、反論書、施行通知書

及び原因者負担金負担命令書（以下「負担命令書」という。）から認められ

る。 
２ 関係する法令の定め 
（１）道路を維持、修繕すべき責務 
   道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、修繕し、も

って一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない（道路法４

２条１項）。 
（２）原因者工事 

    道路管理者は、道路を損傷し、若しくは汚損した行為若しくは道路の補強、

拡幅その他道路の構造の現状を変更する必要を生じさせた行為（以下「他

の行為」という。）により必要を生じた道路に関する工事又は道路の維持

を当該行為者に施行させることができる（道路法２２条１項）。 
 （３）原因者負担金 

 道路管理者は、他の行為により必要を生じた道路に関する工事又は道路

の維持の費用については、その必要を生じた限度において、他の行為につ

き費用を負担する者にその全部又は一部を負担させるものとする（道路法

５８条１項）。 
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（４）地方道路公社による道路管理者の権限の代行 
特措法は、①地方道路公社は、新設若しくは改築し、又は、維持、修繕

及び災害復旧を行う道路の道路管理者に代わって、道路法２２条１項の規

定により道路に関する工事又は道路の維持を施行させる権限を行うものと

する旨を定め（１７条１項４号）、②公社管理道路に関する道路法５８条

１項の規定の適用については、同項中「道路管理者」とあるのは「地方道

路公社」とする旨を定める（４０条２項）。 
 ３ 審査請求人の主張の要旨 
（１）審査請求人が、Ａ社（以下「Ａ社」という。）に見積もりを求めたとこ

ろ、縁石補修の見積もりは６，６２２円であり、縁石取替の見積もりでも

２５，６４７円であって、原因者負担金として請求された額は高額であり、

本件費用を見直してほしい。 
（２）施行通知書には、工事予定日として平成２８年１１月中旬から１２月中

旬までと記載されているが、本件工事は同年１１月２日に終了しており、

工事が終了してから施行通知書が届くのはおかしい。原因者工事等の取扱

要領（以下「取扱要領」という。）４条２項によれば、原因者に当該工事

を施行させることができ、また、取扱要領５条によれば、原因者工事等を

施行しようとするときは、原因者に対して、施行通知書を送付するものと

されており、施行通知書が本件工事前に送付されていれば、Ａ社に工事を

依頼して工事費用を抑えることができた。 
 審査請求人の主張の要旨は以上のとおりであり、要するに、①処分庁が、

審査請求人に原因者工事をさせることなく、本件処分をしたこと、②本件費

用が本件事故により「必要を生じた限度」（道路法５８条１項）を超えるも

のであること、③施行通知書を工事終了後に送付するのは取扱要領５条に違

反し、かつ、その内容は虚偽のものであったことからして、本件処分は違法

又は不当である旨主張するものと解される。 
第２ 諮問に係る審査庁の判断 

審査庁の諮問に係る判断はいずれも審理員の意見と同旨であるところ、審理

員の意見の概要は以下のとおりである。 
１ 道路法２２条１項による原因者工事の施行命令は、原因者が当該工事を施

行しても道路管理に支障のない場合に限り命ずることができる。そして、道

路管理者が自ら原因者工事を施行した場合でも、同法５８条１項により当該

工事の費用の負担を原因者に命じることができ、原因者工事の施行を原因者
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に命じるか道路管理者自ら行うかの判断は道路管理者の裁量事項である。 
本件事故現場は交通量の多い自動車専用道路（道路法４８条の２）であり、

不規律な交通規制による渋滞発生を防止する必要があること等から、道路管

理者自ら本件工事を施行するのが適当と判断し、原因者負担を命じたことに

ついて、その裁量判断に不合理な点は認められない。 
２ 本件費用は、処分庁の会計規程に基づいて技術的適正・能力を持つ業者５

者を選定し、指名競争入札で最低価格を入札し、処分庁との間で年間維持工

事の請負契約（以下「本件請負契約」という。）を締結した業者（Ｂ社。以

下「Ｂ社」という。）との契約単価により算出されたものであり、業者選定

過程に不適切な点は認められず、契約単価も妥当である。 
本件費用の積算は、契約単価のうち、機械作業（トラック等を使用する作

業、運転手含）４ｈ未満３５，９００円が１回、作業員４ｈ未満２４，００

０円が２回に、消費税８％の６，７１２円及び事務費８％の６，７１２円を

加えた９７，３２４円を適用し、この場合の人員の考え方、作業項目及び数

量の説明にも不合理な点は認められない。 
審査請求人は、工事経験のあるＡ社が作成した見積書を提出し、処分庁に

よる本件費用が高額であると主張するが、処分庁は道路管理者として独自の

判断で道路の復旧工事を施行する裁量権を有するので、裁量判断の方法、過

程に不合理な点が認められない以上、審査請求人の提出した見積書をもって

も判断を左右するものではない。 
３ 審査請求人は、施行通知書を工事終了後に送付するのは取扱要領５条に違

反し、施行通知書は虚偽であり受け入れられないと主張する。 
しかし、施行通知書は、原因者工事の施行について事前協議を行う趣旨で

はなく、道路管理者が自ら修繕工事を施行すること、並びに、その工事の内

容及び原因者の負担について、あらかじめ原因者に通知する趣旨にとどまる

ものであり、本件処分に不可欠な手続ではない。本件事故については、施行

通知書を本件工事終了後に送付したものの、これにより本件処分が違法性を

帯びるとまではいえない。 
第３ 調査審議の経緯及び審査関係人の補充主張 
 １ 調査審議の経緯 

当審査会は、平成２９年１１月６日に審査庁から諮問を受けた。その後、

当審査会は同月１７日、同年１２月１５日、平成３０年４月１２日及び同月

２０日の計４回の調査審議を行った。 
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また、審査請求人から平成２９年１１月１７日付け及び平成３０年１月２

２日付けで、審査庁から平成２９年１２月８日付け、平成３０年１月９日付

け及び同年２月８日付けで、それぞれ主張書面又は資料の提出を受けた。 
 ２ 審査庁の補充主張 
（１）本件事故につき原因者による復旧工事を採用しなかったことの合理性に

ついて 
   自動車専用道路（本件道路はこれに当たる。）は走行速度が高く交通量

が多いことから、適切な交通規制による安全管理や利用者の定時性確保が

不可欠であるため、原則として道路管理者が復旧工事を施行している。平

成２８年度の本件道路における復旧工事を要する交通事故は１４件で、全

て道路管理者施行である。 
（２）本件費用が本件事故により「必要を生じた限度」であることについて 

ア 契約単価の当てはめ 
契約単価表における縁石取替工は、縁石単体のみが破損し、他の施設に

影響がなく、かつ、縁石の再利用ができず新材を用いる場合に適用してい

る。背面土工部は他の施設に該当するので、背面土工部の変形崩壊に対す

る修復作業や、変形し緩み流れ出た土砂の取り除き等の作業は縁石取替工

には含まれない。また、縁石の再利用については、建設副産物適正処理推

進要綱（平成１４年５月３０日国土交通事務次官通達。以下「本件推進要

綱」という。）の考えに基づき、資源の有効な利用促進等を目的に、建設

副産物の発生抑制を優先とした工事計画を立案している。本件工事は、事

故による縁石の破損は確認されず、再利用が可能であったことから既設の

縁石を据え直す工事であり、加えて背面土工部の変形崩壊を修復する作業

を要し、縁石取替工には該当しないため、事故現場の損傷状況に合わせた

復旧工事を行い、作業内容、作業工程や人員配置を考慮して、労務費と運

搬費の単価を適用することが適当と判断したもので、処分庁の説明には一

応の合理性が認められ、工種の当てはめに明らかな誤りがあるとはいえな

い。道路管理者がその責務において行う道路の維持管理において、その具

体的な実施方法は、道路管理者の裁量に委ねられていると考えられ、明ら

かに不合理な点や誤りがある等の事情がなければ、これを相当とすべきと

思料する。 
イ 本件工事の所要時間 

   処分庁が管理する道路で行う工事については、交通規制を把握し、交
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通警察隊に報告する必要があるので、工事業者に対して作業当日の着手

時及び終了時に電話連絡を義務づけている。本件工事では、平成２８年

１１月２日の午前９時３２分に工事着手、午前１１時３４分に工事終了

の電話連絡の記録があり、現場での作業時間は２時間程度、電話の前後

に現場損傷状況の把握や工事内容の確認、工事後の現場後片付け作業や

最終確認を行い、所要時間は２時間２０分程度だった。 
３ 審査請求人の補充主張（本件費用が本件事故により「必要を生じた限度」

でないことについて） 
審査庁は、処分庁の説明によれば、本件単価契約における縁石取替は、事

故により縁石単体のみが破損し、他の施設に影響がなく、かつ縁石の再利用

が不可能で新材を用いる場合に適用しているとするが、縁石取替でも背面土

工部の修復等の作業は必要となるのだから、本件工事が縁石取替の３．６倍

と高額であるのは納得できない。建設副産物適正処理推進の観点からも、再

使用可能であれば保管しておいて再使用すれば良く、必ずしも縁石補修工に

する必要はない。 
また、本件工事は２時間２０分を要する作業だったと主張するが、現場で

草刈作業をしていたＡ社の社員によれば、本件工事について何か作業をして

いたが１時間足らずで帰って行ったと聞いている。 
第４ 当審査会の判断 
１ 審理員の審理手続について 

  当審査会に提出された主張書面及び資料によれば、本件審査請求に関する

審理員の審理の経過は以下のとおりである。 

（１）審理員の指名 

 審査庁は、平成２９年１月１３日付けで、本件審査請求の審理手続を担

当する審理員として、道路局道路交通管理課企画専門官であるＣを指名し、

同日付けで、その旨を審査請求人及び処分庁に通知した。 

（２）審理手続 

ア 審理員は、平成２９年１月１６日付けで、処分庁に対し、同年２月２

１日までに弁明書を提出するよう求めた。 

イ 処分庁は、平成２９年２月１５日付けで、審理員に対し、弁明書及び

関係資料を提出した。審理員は、同月２４日付けで、審査請求人に対し、

弁明書の副本を送付するとともに、反論書を提出する場合には同年４月

４日までに提出するよう求めた。 
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ウ 審査請求人は、平成２９年３月３０日付けで、審理員に対し、反論書

を提出した。 

エ 審理員は、平成２９年４月３日付けで、処分庁に対し、同年５月１７

日までに再弁明書を提出するよう求めた。 

オ 処分庁は、平成２９年５月１７日付けで、審理員に対し、再弁明書を

提出した。審理員は、同月２３日付けで、審査請求人に対し、再弁明書

の副本を送付するとともに、再反論書を提出する場合には、同年６月３

０日までに提出するよう求めた。 

カ 審査請求人は、平成２９年６月１９日付けで、審理員に対し、再反論

書を提出した。 

キ 審理員は、平成２９年８月３日、処分庁に対し、同年９月８日までに

再々弁明書を提出するよう求めた。 

ク 処分庁は、平成２９年９月７日付けで、審理員に対し、再々弁明書及

び関係資料を提出した。 

ケ 審理員は、平成２９年９月１４日付けで、審査請求人に対し、再々弁

明書の副本を送付するとともに、再々反論書を提出する場合には、同年

１０月４日までに提出するよう求めた。 

コ 審査請求人は、平成２９年９月２９日付けで、審理員に対し、再々反

論書及び関係資料を提出した。 

サ 審理員は、平成２９年１０月３日付けで、処分庁に対し、再々反論書

の副本を送付した。 

シ 審理員は、平成２９年１０月２０日に、審理関係人に対し、審理を終

結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提出する予定時期

が同月３０日である旨通知した。 

ス 審理員は、平成２９年１０月３０日付けで、審査庁に対し、審理員意

見書及び事件記録を提出した。 

以上の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点は

うかがわれない。 

 ２ 本件処分の適法性及び妥当性について 

（１）審査請求人は、本件事故については、審査請求人自ら修繕工事を施行す

れば費用を抑えられたことから、原因者施行を採用すべきであったとして、

本件処分は違法又は不当であると主張する。 
    しかし、道路法は、他の行為により必要を生じた道路に関する工事又は道
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路の維持について、道路管理者は、当該行為者に施行させることができる

旨規定する（２２条１項）とともに、道路管理者が当該工事又は道路の維

持を施行した場合には、当該工事又は道路の維持に係る費用について、そ

の必要を生じた限度において、他の行為につき費用を負担する者にその全

部又は一部を負担させるものとする旨規定している（５８条１項）のであ

り、道路管理者が道路を維持・修繕して交通に支障を及ぼさないよう努め

る義務を負っていること（４２条１項）に照らすと、道路法上、道路の復

旧工事等に関し原因者に工事を行う業者の選択権や工事内容の決定権があ

るとは解されず、道路管理者は自らの判断で道路の復旧工事を行った上で

原因者にその費用を負担させれば足り、工事内容や金額、工事を行う業者

の選択についてあらかじめ原因者の承諾を得ることは不要であるというの

が相当である。 
そこで、本件についてみると、道路管理者である処分庁は、本件事故現

場は走行速度が速く交通量が多い自動車専用道路で、適切な交通規制によ

る安全管理を行うことや利用者の定時性を確保することが不可欠であると

考えられることをも参酌して、本件事故に係る修繕について、原因者によ

る復旧工事を採用せずに、その工事を自ら施行したものと認められ、この

点につき不合理とはいえない。 
（２）審査請求人は、本件費用は高額にすぎるのであり、本件費用は、道路法

５８条１項にいう「必要を生じた限度」を超えるものであるから、本件処

分は違法又は不当であると主張する。 
そこで、本件費用が、本件事故により「必要を生じた限度」の範囲内と

いえるか、当該金額の妥当性について、以下検討する。 
ア 本件工事の根拠となる契約の方法及びその手続について 

まず、本件工事の根拠となる契約の方法及びその手続について検討する

に、資料（指名競争入札通知、基準単価率表、入札執行調書、契約書、特

記仕様書、契約単価表）によれば、処分庁は、平成２８年３月２２日に５

者による指名競争入札を行い、基準単価について最低価格を入札したＢ社

と年度単位による維持修繕工事の単価契約である本件請負契約を締結した

ことが認められるところ、道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つよ

うに維持し、修繕し、もって一般交通に支障を及ぼさないように努めなけ

ればならない（道路法４２条１項）ことからすれば、損傷した道路の機能

の復旧を速やかに行うため、年度単位で単価契約を締結する方法は合理性
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があるものと認められる。そして、本件請負契約は、競争入札を経て契約

を締結されており、上記資料によれば、契約手続についても特段不合理な

点は認められない。 
よって、本件工事の根拠となる契約の方法及びその手続に特段不合理な

点は認められない。 
イ 契約単価の選択について 
 次に、契約単価の選択については、道路法４２条１項に照らすと、契約

当事者間の協議を踏まえた処分庁の合理的な判断に委ねられていると解さ

れ、契約単価の当てはめに明らかな誤りがある等の事情がなければ、違法

又は不当とはいえない。そこで、本件では、資料（負担命令書、特記仕様

書、契約単価表）によれば、処分庁は、既設縁石を据え直す作業が単価の

項目にないため、本件請負契約に基づき、本件費用として、作業時間４時

間未満で２ｔ積の普通トラックを使用する「機械作業（トラック等）」を

１回（３５，９００円）及び作業時間４時間未満の「作業員」を２回（２

４，０００円×２）の合計額に消費税６，７１２円と事務費６，７１２

円を加えた９７，３２４円を積算していることが認められるところ、本件

工事の実施に当たって、処分庁が行った上記積算の妥当性を検討する。 
（ア）作業内容及び作業人員 

資料（事故復旧工事作業工程表、事故復旧（番号 a）工事写真）によ

れば、本件工事の作業内容は、縁石（６６ｋｇ、４個）の取外し及び設

置の運搬作業、モルタル材料製作、背面土工部の整形及び清掃、縁石の

据え付け、目地材料充填等に加えて、上記作業の施行管理であったこと

が認められる。そして、これらの作業内容について、１個６６ｋｇの縁

石４個の取外し及び設置の運搬を１人で行うことは難しいものと認めら

れるから、当該作業に２人の人員を要し、上記作業の安全を確保するた

めに施行管理に１人の人員を要し、加えて、トラック１台により作業員

の移動、材料の運搬を行うもので、本件工事に合計３人の人員を要した

ことにも特段不合理な点は見当たらない。 
審査請求人は、縁石は再利用可能であれば保管しておいて別の機会に

再利用すれば良く、本件工事において縁石を再利用する必要はない旨主

張する。しかし、本件推進要綱によれば、道路管理者には、建設副産物

の発生抑制を優先とした工事計画を立案することが求められており、こ

の取扱いは適切なものと考えられる。そして、処分庁は、本件縁石は破
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損が確認されず、再利用が可能であったことに加えて、背面土工部は強

く押し出され変形し、縁石が車両進行方向に大きくずれて変形し緩んだ

土砂が車道側に流れ出た状態であり、縁石取替工に通常伴うのとは異な

る修復作業を要するものであったことから、縁石取替工ではなく、その

ような背面土工部の修復作業を含めて既設の縁石を据え直す工事として

施行しており、この点について特段不合理な点は認められず、審査請求

人の主張は採用できない。 
   （イ）作業時間 

本件工事の作業時間は、資料（事故復旧工事作業工程表、工事作業予

定表）によれば、本件工事の開始時刻は午前９時３２分、終了時刻は午

前１１時３４分であり、作業時間の合計は約２時間であったことが認め

られる。また、この作業時間に現場準備作業着手から現場後片付け作業

完了までの時間を合わせても、４時間を超えることはないものと認めら

れる。 
なお、作業時間は、契約単価のうち「機械作業（トラック等）」及び

「作業員」では、４時間未満を１単位としていることから、１時間であ

っても２時間であっても、工事費の積算は同額である。 
以上によれば、本件事故については、現場の損傷状況に合わせた復旧工

事として、既設縁石を据え直す必要があったこと、他方において、本件請

負契約の契約単価表上、既設縁石を据え直す作業単価は契約の項目にはな

かったことから、処分庁は、作業内容や作業工程を計画の上、人員や機械

の配置を行い、これに契約単価を当てはめて工事費を算出したことが認め

られ、上記の作業内容、必要人員及び作業時間として認定したところに従

って当てはめられた契約単価による工事費の積算は特段不合理とはいえな

い。 
ウ 小括 
  したがって、本件費用は、本件請負契約の契約単価表に基づき積算さ

れた適正なものであったと認められ、本件処分は、本件事故により必要

を生じた本件費用について、その必要を生じた限度において、本件事故

の原因である行為につき費用を負担する者である審査請求人にこれを負

担させたものといえるから、本件処分に違法又は不当な点はないとした

審理員の判断及びこれと同旨とする審査庁の判断は妥当である。 
（３）審査請求人は、施行通知書は本件工事終了後に送付されており、取扱要
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領５条に違反していることなどから、本件処分は違法又は不当である旨主

張する。 
この点、確かに、施行通知書は本件工事終了後に送付されており、これ

は取扱要領５条に違反するものであると認められる。しかし、審査庁によ

れば、同条は、工事の内容及び原因者の負担について、あらかじめ通知す

るものにすぎず、法令上規定された手続ではないと説明しており、この説

明は首肯でき、また、原因者工事の施行者や業者の選択権及び工事内容の

決定権は道路管理者である処分庁にあり、施行通知書を事前に受領してい

ても審査請求人に本件工事を施行することが認められるものでもないこと

から、施行通知書の記載に不適切な点があったとしても、この点が本件処

分の違法性及び妥当性に関する判断を左右するものであるとはいえない。 
３ まとめ 

以上によれば、本件処分は違法又は不当であるとはいえないから、本件審

査請求を棄却すべき旨の諮問に係る判断は妥当である。 
よって、結論記載のとおり答申する。 
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